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第 1 部 総説 
 第１章 佐賀県の概要 
佐賀県は、九州の北西部に位置し、土地面積は 2,440.68㎢（平成 29 年 10 月 1 日現在、国

土地理院調べ）となっており、筑後川や脊振山地を境として福岡県と接し、国見山系や多良

山系などを境として長崎県と接しています。また、北に玄界灘、南に有明海と 2 つの海に面

しています。東京までの直線距離は約 900 ㎞、大阪までは約 500 ㎞であるのに対し、朝鮮半

島までは約 200 ㎞足らずと近接しており、大陸文化の窓口として歴史的、文化的に重要な役

割を果たしてきました。 

土地利用の構成比は、森林 45.2％、農地 21.3％、宅地 7.6％、道路 6.1％、河川・水路等

5.1％、原野等 0.0％、公共施設用地・耕作放棄地・レクリエーション施設用地等を含む「そ

の他」が 14.7％となっています。全国と比較すると、森林が少なく、農地が多くなっていま

す。 

 

 
 

平成 29 年 10 月 1 日現在の人口は、823,620 人であり、人口密度は 337.5 人／㎢となって

います。また、2025 年の予測人口は、784,789 人（平成 30 年 3 月国立社会保障・人口問題研

究所推計）となっています。本県では、全国を上回るペースで人口減少が進んでおり、高齢

化は全国より早く、少子化はやや緩やかに進展しています。また、近年、一貫して転出超過

であり、平成 28 年 10 月から平成 29 年 9 月における社会減による人口減少は約 1,500 人とな

っています。人口移動の状況を性別・年齢階級別に見た場合、15～24 歳における転出超過が

多く、男性では 18 歳、女性では 22 歳の県外転出が他の年齢と比較して顕著になっています。 
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図1-1-1 土地利用状況（平成29年10月1日調査） 資料：土地対策課
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図 1-1-2 人口、世帯数の推移（各年 10 月 1 日現在）       資料：統計分析課 

 
 

本県の県内総生産（名目）（2兆 7556 億円）の業種別内訳は、平成 27 年度において第 3次

産業が 66.0％、第 2次産業が 30.2％、第 1次産業が 2.9％となっています。第 1次産業、第

2次産業は、全国における構成比と比べ高い状況です。 

 
図 1-1-3 県内総生産の構成比（平成 27 年度）  資料：統計分析課 

 

 
※各産業の構成比の中には輸入品に課される税等を含んでいないため、合計は 100％にはならない。 
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 第２章 環境政策の指針 

 

環境基本法は、平成 5 年に制定された環境の保全についての基本理念を定め、環境の保

全に関する基本的な施策の方向性を定めた法律です。 

国は、環境の保全に関する施策に関し、まず施策の策定及び実施に係る指針を明示し、

環境基本計画を定めて施策の大綱を示すものとしていますが、地方公共団体も国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた環境の保全

のために必要な施策を実施するものとしています。 

【基本理念】 

 現在及び将来の世代の人間が環境の恵沢を享受し、将来に継承 
 全ての者の公平な役割分担の下、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の
構築 

 国際的協調による積極的な地球環境保全の推進 
 

 

佐賀県環境基本条例は、環境の保全に関する基本理念、県・市町・事業者及び県民の責

務、環境保全に関する施策の基本事項を定めることにより、環境保全に関する施策を総合

的かつ計画的に推進し、現在及び将来の県民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとと

もに、人類の福祉に貢献することを目的として規定されており、その基本理念は次の３項

目となっています。 

 環境の恵沢の享受と継承 
 環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築 
 地球環境保全の推進 

 ☆ 参考資料編 1 佐賀県環境基本条例 

 

佐賀県環境基本条例第 11 条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

として、また県民、事業者及び行政の各主体による環境保全活動の指針として、平成 12 年に

「佐賀県環境基本計画」を策定し、各種施策を推進してきました。その後、平成 17 年 3 月に

第 1 期計画の改定を行い、平成 23 年 10 月に第 2 期計画を策定しました。第 2 期計画の対象

期間が概ね 5 年間であったことから、本県の環境に関する状況を踏まえ、引き続き取り組ん

でいくべき課題や、PM2.5（微小粒子状物質）への対応や地球温暖化適応策など新たな課題に

適切に対応するため、条例の基本理念のもと、第 3 期計画を策定し、各種施策を推進してい

ます。 

環境基本法

佐賀県環境基本条例

第3期佐賀県環境基本計画 
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計画は、平成 28 年度から概ね 5年間を計画期間とし、「明日へとつなぐ、”さがの環境“」

を第 3期環境基本計画のキャッチフレーズとしました。 

このキャッチフレーズのもと、佐賀県の目指す姿を実現するための施策を展開していきま

す。 

 

図 1-2-1  佐賀県環境基本計画の位置づけ            資料：環境課 
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 第３章 平成 29 年度トピック
 

 第 1 節 佐賀県地球温暖化対策計画の改定
                                        環境課 
 
世界の平均気温は、1880 年から 2012 年の間で 0.85℃上昇しており、21 世紀末には、世界

平均地上気温は最大 4.8℃上昇すると予測されています。また、20 世紀半ば以降に観測され

た温暖化の主な要因は、人間活動であった可能性が極めて高いと報告されています。 

そのような背景の中、県では、地球温暖化対策推進法第 21 条及び佐賀県環境の保全と創

造に関する条例第 6 条の規定に基づき、国が閣議決定した「地球温暖化対策計画（平成 28 年

5 月）」に即して、平成 30 年 3 月に「佐賀県地球温暖化対策計画」を改定しました。 

本計画は、県民、事業者、行政といった全ての主体が温暖化に関して取り組む際の行動指

針となるものであり、本県の豊かな環境を保全 

し、持続可能な社会を創るため、温暖化対策を 

はじめとする環境保全対策について、 

「COOL CHOICE※（クールチョイス）」の考え方を 

切り口とした県民運動として計画を推進しています。 

 

※COOL CHOICE：省エネ、低炭素型の製品、サービス、行動など、温暖化対策に資するあら 

（賢い選択）   ゆる「賢い選択」を促す国民運動 

 

〇計画の名称：佐賀県地球温暖化対策計画 

〇計画期間：2018 年度から 2030 年度まで ※概ね 5年ごとに見直し 

 

 
 
1 温室効果ガス排出削減と吸収源対策（緩和策） 
 （1）二酸化炭素の削減 
  1）家庭部門の取組 
  2）業務部門・産業部門の取組 
  3）運輸部門の取組 
  4）廃棄物部門の取組 
 （2）その他ガス（メタン、一酸化二窒素、代替フロン類）の削減 
 （3）森林吸収に関わる取組 
 （4）横断的な取組 
2 気候変動の影響への適応（適応策） 
3 人材・人づくり 

クールチョイス ロゴマーク 

施策体系 
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2030 年度の県内の温室効果ガス総排出量を、2013 年度比で約 27％※の削減を目指します。 

佐賀県内の温室効果ガス総排出量（単位：千 t-CO2） 

2013 年（基準年度） 2030 年（目標年度） 

7,734 5,681 

※うち、約 20%は電力の排出係数（1kWh の電気を発電する際に排出される二酸化炭素の量）の減によるもの 

 

○部門別目標 

 県民にわかりやすい目安として身近な部門について削減目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 
本計画では、温室効果ガス排出削減（「緩和策」）の他に、既に現れている、あるいは中長

期的に避けられない地球温暖化の影響への軽減のための備えなどの取組「適応策」を位置づ

けています。 

 

【適応策の取組】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

▲県内主要ダムの貯水状況を県 HP で発信し、渇水対策に  ▲“さがびより”などの高温 

 役立てています。                    条件下に対応できる品種の 

                             開発に努めます。 

  

気候変動適応策 

計画の目標 
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省エネ型製品への買替え・サービス（公共交通など）の利用・ライフスタイル（クールビ

ズ、エコドライブなど）の選択など、私たちの身の回りには、未来のために「賢い選択」を

するチャンスがたくさんあります。 

小さな日常の選択でも、「賢い選択（COOL CHOICE）」を心がけ、地球温暖化対策に取り組み

ましょう。 

 

 

未来を変える“賢い選択”「COOL CHOICE」 

佐賀県 HP（佐賀県地球温暖化対策計画） 
http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00360961/index.html 


